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地方税法等の一部を改正する法律 
（平成27年３月31日法律第２号） 

 

 

森   稔 樹 

 

 

 1. はじめに 
 

 本稿は、第189回国会会期中の平成27年２月17日に内閣提出法律案第５号として衆議院

に提出され、３月31日に参議院本会議にて原案通りに可決・成立し、同日に内閣により公

布された「地方税法等の一部を改正する法律」（以下、地方税法等一部改正法）について、

主に立法過程を中心に概観および検討を試みるものである(１)。 

 地方税法等一部改正法は平成27年度税制改正の一環であり、「所得税法等の一部を改正

する法律」（平成27年３月31日法律第９号。以下、所得税法等一部改正法）と密接な関連

を有するとともに、法律において示される改正点も多岐にわたる。 

 また、筆者は、平成27年度税制改正に関して別稿を本誌440号に発表しており(２)、その

別稿の内容に本稿と重複する部分が存在する。 

 そこで、改正点のうち、消費税・地方消費税の税率引き上げの延期については別稿に委

ねる一方で、今次の税制改正大綱における最大の眼目とされる「法人税改革」、および

「ふるさと納税」の拡充については、本稿においても取り上げる。但し、具体的な改正点

についての詳細は、基本的に別稿に譲ることとする。一方、別稿においては国会審議（主

                                                                                 

(１) 地方税法等一部改正法に関する解説として、総務省自治税務局企画課ほか「平成27年度税制

改正を巡る議論について」地方税2015年２月号10頁、村上浩世ほか「平成27年度地方税法改正

法案解説」地方税2015年３月号10頁、「特集 改正大綱から読むＱ＆Ａ 平成27年度税制改正

の要点」税2015年３月号９頁、今道雄介「地方税制改正の方向」税2015年４月号10頁、伊藤正

志ほか「都道府県税関係改正案解説」同43頁、山本倫彦ほか「市町村税関係改正案解説」同

108頁、東高士ほか「固定資産税等関係改正案解説」同206頁がある。また、金子宏『租税法』

〔第二十版〕（2015年、弘文堂）71頁も参照。 

(２) 拙稿「2015（平成27）年度税制改正の概要と論点～地方税制の重要問題を中心に～」本誌

440号（2015年６月号）76頁。 

 地方自治関連立法動向研究９  
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に、衆参両院の総務委員会における審査）の概観・検討を行わなかったので、本稿におい

て行うこととする。 

 

 

 2. 法律案が提出されるまでの動向 

 

(１) 立法過程の概略 

   別稿においても述べたように(３)、平成27年度税制改正の最大の眼目は法人課税で

ある。 

   これは、言うまでもなく、第二次・第三次安倍晋三内閣が推進する経済政策（「ア

ベノミクス」）の一環であり、「デフレ脱却」および「経済再生」のための一策とし

て位置づけられている。しかも、平成26年12月30日の「平成27年度税制改正大綱」

（自由民主党および公明党。以下、与党税制改正大綱）、および平成27年１月14日の

「平成27年度税制改正の大綱」（閣議決定。以下、政府税制改正大綱）において「法

人税改革」という言葉が用いられるように、単に国税としての法人税における税率引

き下げに留まるものではなく、法人事業税における外形標準課税の強化という形で、

やや誇張気味に表現するならば所得課税からの脱却を目指すという方向をとっている。

その意味において、地方税制における応益性・応益課税の強化、または応能性・応能

課税の弱体化という昨今の税制改正の傾向に連なるものと理解することが許されるで

あろう(４)。 

   地方税法等一部改正法の成立に至るまでの過程の始点を何処に求めるかは一つの問

題たりうるが、「法人税改革」に着目するならば、平成26年６月５日の「法人税改革

                                                                                 

(３) 拙稿・前掲注(２)77頁、92頁も参照。 

(４) その一つの現れが、平成15年度税制改正により、資本金等が１億円を超える法人についての

み、付加価値割および資本割として導入された外形標準課税（地方税法第72条、同第72条の２、

同第72条の12、同第72条の14以下）である。平成27年度税制改正においては、この外形標準課

税の強化が盛り込まれており、平成28年度税制改正においてさらに強化されることとなってい

る。拙稿・前掲注(２)92頁を参照。 

   もう一つの例として、平成19年度税制改正により実施された、個人住民税所得割の比例税率

化をあげることもできる。この時に、都道府県については４％、市町村については６％の標準

税率が定められるとともに、それまでの三段階の超過累進税率が廃止され、「当該定める率は、

一の率でなければならない」として超過累進税率の採用が禁止された（地方税法第35条第１項、

同第314条の３第１項）。 
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に当たっての基本認識と論点」（自由民主党税制協議会、公明党税制調査会）とする

ことが認められよう。そこにおいては、「急速な少子化・高齢化」および「経済のグ

ローバル化」に日本の産業構造も対応することが必要であり、これとともに法人課税

の「構造的な改革」の必要性が述べられている。 

   「法人税改革」への意向は、同月24日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基

本方針2014～デフレから好循環拡大へ～」（以下、「骨太の方針2014」）および

「『日本再興戦略』改訂2014～未来への挑戦～」（以下、「日本再興戦略2014」）に

も続く。この点については両者とも同じ内容であるので、本稿においては「骨太の方

針2014」の内容に触れておくと、安倍内閣が「停滞の20年」から脱却するために、

「長引くデフレからの早期脱却と日本経済の再生」を目標として「アベノミクス」と

して「三本の矢」を放つという経済政策を推進し、その成果が現れつつあるとして、

「この経済の好循環の動きを更に進め、デフレ脱却と経済再生への道筋を確かなもの

とし成長への期待を根付かせていくために、需要の安定的な拡大に取り組む」と宣言

する(５)。その上で、「経済再生なくして財政健全化はない。また、財政健全化なく

して経済再生はな」く、「経済再生と財政健全化の好循環構築が不可欠である」とし

つつも、「歳入面でも、成長志向型の税体系を目指していくという観点から取り組ん

でいく」として、「日本の立地競争力を強化するとともに、我が国企業の競争力を高

めることとし、その一環として、法人実効税率を国際的に遜色ない水準に引き下げる

ことを目指し、成長志向に重点を置いた法人税改革に着手する」と宣言する(６)。

もっとも、「改革」の内容は「数年で法人実効税率を20％台まで引き下げることを目

指す。この引下げは、来年度から開始する」と記されるのみであり、財源についても

「2020年度の基礎的財政収支黒字化目標との整合性を確保するよう、課税ベースの拡

大等による恒久財源の確保をすることとし、年末に向けて議論を進め、具体案を得る」

とされるにすぎない(７)。 

   他方、平成26年６月27日の政府税制調査会（第10回）においてとりまとめられた

「法人税の改革について」は、「法人税改革の趣旨」を日本の「立地競争力を高める

とともに、わが国企業の競争力を強化するために税率を引き下げること」および「法

                                                                                 

(５) 「骨太の方針2014」１頁。 

(６) 「骨太の方針2014」23頁。「日本再興戦略2014」19頁、67頁も同旨。 

(７) 「骨太の方針2014」23頁、「日本再興戦略2014」20頁、68頁。 
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人税の負担構造を改革すること」とまとめた(８)。すなわち、「法人税の改革につい

て」は、「骨太の方針2014」および「日本再興戦略2014」において漠然としていた内

容を具体化し、課税ベースの拡大と税率の引き下げにより「法人課税を“広く薄く”

負担を求める構造に」変化させるという方向性を示した。これが「利益を上げている

企業の再投資余力を増大させるとともに、 収益力改善に向けた企業の取組みを後押

しするという成長志向の構造」であるというのである。また、「法人税の改革につい

て」は、明確に「地方法人課税の見直しは、法人税改革の重要な柱である」と指摘し、

平成15年度より導入されている法人事業税の外形標準課税の「見直し」が「事業活動

規模に対し課す税として企業間でより広く薄く負担を担う構造にするために」、また

「企業の選択を歪めないという中立の観点」に立ち、必要であるとも述べている(９)。 

   このような「法人税改革」の方向性については、当然、批判がある。一つは租税特

別措置、とくに研究開発税制を筆頭とする、「産業支援など特定の政策目的のために

税負担の軽減を図る政策税制」である。政府税制調査会自身も整理縮減の必要性を述

べているが、山家悠紀夫氏は、「日本には、研究開発投資減税その他の減税措置があ

り、これを利用できる日本の大企業の税負担率は、実効税率約三五％よりはるかに低

くなっているということもあ」ると述べる(10)。また、外形標準課税の拡大など、中

小企業税制を改め、課税を強化する方向性も「法人税の改革について」には打ち出さ

れており、山家氏は法人税実効税率引き下げの「代償」と表現する(11)。 

   平成27年度税制改正に向けての動きは、平成26年11月18日に地方税・地方消費税の

税率引き上げ（８％→10％）の時期を平成27年10月１日から平成29年４月１日に延期

すること、および衆議院の解散を表明することにより、遅れることとなった。平成26

年11月21日に衆議院が解散され、12月14日に衆議院議員総選挙が行われた。結局、与

党税制改正大綱がとりまとめられたのは12月30日、政府税制改正大綱が閣議決定され

たのは平成27年１月14日であった。 

   やはり別稿において述べたことであるが(12)、平成27年度税制改正の目的は、端的

に「デフレ脱却」、「経済再生」、そして「成長志向」にまとめられる。現状認識と

                                                                                 

(８) 政府税制調査会「法人税の改革について（平成26年６月27日）」１頁。 

(９) 政府税制調査会・前掲注(８)２頁。 

(10) 山家悠紀夫『アベノミクスと暮らしのゆくえ』（2014年、岩波書店）53頁。 

(11) 山家・前掲注(10)55頁。 

(12) 拙稿・前掲注(２)81頁。 
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して主眼は「デフレ脱却」および「経済再生」に置かれるのであり、「成長志向」は

これら二点を実現するための精神という位置づけなのであろう。 

   そして、この三点は、与党税制改正大綱において最も強調されており、「第一 平

成27年度税制改正の基本的考え方」において、「今後、デフレ脱却・経済再生をより

確実なものにしていく必要があ」り、「企業収益の拡大が速やかに賃金上昇や雇用拡

大につながり、消費の拡大や投資の増加を通じてさらなる企業収益に結び付くという、

経済の好循環を着実に実現していくことが重要である。税制においても、企業が収益

力を高め、賃上げにより積極的に取り組んでいくよう促していく必要がある」と述べ

た上で、法人課税については、単に法人税法等の改正に留まるのではなく「平成27年

度から法人税改革に着手し、一部の黒字企業に税負担が偏っている状況を是正して、

広く負担を分かち合う構造へと改革する」と宣言した(13)。政府税制改正大綱は、与

党税制改正大綱に比してやや控えめな表現を用いるが、やはり「現下の経済情勢等を

踏まえ、デフレ脱却・経済再生をより確実なものにしていくため、成長志向に重点を

置いた法人税改革、高齢者層から若年層への資産の早期移転を通じた住宅市場の活性

化等のための税制上の措置を講ずる」としており(14)、「経済再生」に重きを置いて

いることは明らかである。勿論、「デフレ脱却」および「経済再生」は、地方税法等

一部改正法の提案理由にも「現下の経済情勢等を踏まえ、デフレ脱却と経済再生の観

点から、法人税改革の一環として法人事業税の所得割の税率の引下げと外形標準課税

の拡大等を行う」として示されている。 

   なお、地方税法等一部改正法は既に施行されており、本稿執筆時には平成28年度税

制改正に向けての動きが見られるので、若干の補足をしておく。 

   平成27年６月30日に「経済財政運営と改革の基本方針2015～経済再生なくして財政

健全化なし～」（以下、「骨太の方針2015」）が閣議決定された。税制に関する具体

的な内容には乏しいが、「税制の構造改革」における「今後の改革の中心」を個人所

得課税に置き、「税収中立の考え方を基本として、総合的かつ一体的に税負担構造の

見直しを行う」とした上で、５つの「改革の基本方針」を掲げる(15)。その筆頭にあ

げられるのが「成長志向の法人税改革」であり、「現在進めている成長志向の法人税

                                                                                 

(13) 与党税制改正大綱１頁。総務省自治税務局企画課ほか・前掲注(１)10頁も参照。 

(14) 政府税制改正大綱１頁。 

(15) 「骨太の方針2015」42頁。 
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改革をできるだけ早期に完了する」と述べる(16)。これは、与党税制改正大綱および

政府税制改正大綱に示された「法人税改革」の方向性の是認を意味する。従って、法

人実効税率の引き下げは着実に行われることとなるが、問題は具体的な税率である。

与党税制改正大綱においては平成27年度に32.11％、平成28年度に31.33％とすること

が謳われていたが(17)、平成27年11月２日には政府が平成28年度の法人実効税率をさ

らに引き下げて30.99％以下とする方向で調整に入ったことが、11月７日には政府が

平成28年度の法人実効税率を30.88％とする方向で最終調整に入ったことが、そして

12月３日には、自由民主党、公明党の両党が平成28年度の法人実効税率を29.97％と

する方針を固めたことが報じられた(18)。 

   ここまで、「法人税改革」に偏重した嫌いもあるが、国税・地方税を通じた最大の

課題でもあるため、御海容を願いたい。 

 

(２) 平成26年11月の動き ゴルフ場利用税廃止論議 

   地方税法等一部改正法の内容を概観する前に、第187回国会の会期中にみられ、結

局は平成27年度税制改正に入れられなかった事項について触れておきたい。 

   平成26年11月４日に開かれた参議院予算委員会において、松沢成文委員（みんなの

党。以下、職名、所属政党は全て当時のもの）がゴルフ場利用税を廃止すべきである

とする趣旨の質疑を行った。これに対して、下村博文文部科学大臣は、スポーツの中

でゴルフだけが「施設の利用に伴い課税をされており、なおかつ消費税との二重の課

税が」あるので「文部科学省としては、ゴルフ場利用税の廃止を総務省に要望する」

と答弁した。また、麻生太郎財務大臣は、消費税・地方消費税の税率引き上げの際に

                                                                                 

(16) 「骨太の方針2015」42頁。 

(17) 与党税制改正大綱１頁。拙稿・前掲注(２)93頁も参照。 

(18) 日本経済新聞2015年11月２日付朝刊１面14版「法人税、来年度30.99％以下 政府、実効税

率下げで調整」、朝日新聞2015年11月７日付朝刊１面14版「法人実効税率30.88％で調整 来

年度下げ幅拡大 17年度20％台へ」、日本経済新聞2015年12月３日付朝刊１面14版「法人税 

来年度29.97％ 国際競争力底上げ」による。なお、日本経済新聞2015年11月28日付朝刊１面

14版「法人税29％台固まる 赤字企業課税 財源4000億円増」、朝日新聞2015年11月28日付夕

刊１面４版「法人税率 来年度20％台に引き下げ前倒し 赤字企業、増税も」を参照。 
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｢地方税もそのとき収入が増え」るので廃止のタイミングとしてはよい旨を述べた(19)｡ 

 

(３) 平成26年11月の動き 狩猟税廃止要望 

   環境省は、11月５日に狩猟税（地方税法第700条の51）の廃止を要望することを明

らかにした。その理由として、野生鳥獣による農作物被害の増大とハンターの減少が

あげられている。同日に自由民主党環境部会において了承されたが(20)、これも結局

は平成27年度税制改正において実現しなかった。 

 

 

 3. 地方税法等一部改正法（案）の概要 
 

 ここで、地方税法等一部改正法の内容を概観しておきたい。 

 平成27年３月５日の衆議院総務委員会（第３回）において、高市早苗総務大臣は、提出

理由を「現下の経済情勢等を踏まえ、デフレ脱却と経済再生、地方創生への取り組み、経

済再生と財政健全化の両立などの観点から、地方税に関し、所要の施策を講ずるため」と

述べた上で、概要を次のように示した(21)。 

① 地方法人課税の改正 法人事業税につき、所得割の税率引き下げと外形標準課税の拡

大等。 

② 地方消費税の税率引き上げ時期の変更（「地方交付税の率の変更等」も含む）。 

③ 個人住民税の改正 「ふるさと納税」制度（「地方団体に対する寄附金に係る寄附金

税額控除」）の拡充。 

④ 車体課税の改正 

 ・自動車取得税の税率軽減等の特別措置（「エコカー減税」）を、一部見直した上で平

成29年３月31日まで延長する。 

 ・軽自動車税に「グリーン化特例」を導入し、「環境への負荷の少ない軽自動車を対象

                                                                                 

(19) 以上、「第187回国会参議院予算委員会会議録第３号（平成26年11月４日）」31頁による。

朝日新聞2014年11月５日付朝刊５面14版「ゴルフ場利用税 文科相・財務相が廃止論 『金持

ちのスポーツではない』『五輪種目に税金、いかがか』」、日本経済新聞2014年11月５日付朝

刊４面14版「ゴルフ場利用税 首相が廃止検討」も参照。 

(20) 朝日新聞社「狩猟税廃止を要望 環境省方針 ハンター増やす狙い」（2014年11月５日21時

59分付。http://www.asahi.com/articles/ASGC55HZ4GC5ULBJ00N.html）による。 

(21) 第189回国会衆議院総務委員会議録第３号（平成27年３月５日）32頁による。 
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とした軽自動車税の税率を軽減する特例措置の創設、二輪の軽自動車等に係る軽自動

車税の税率の引き上げ時期の一年延期等を行う」。 

⑤ 固定資産税および都市計画税 平成27年度に実施される評価替えにあたって「現行の

土地に係る負担調整措置等を継続する」。 

⑥ 狩猟税の改正 「有害鳥獣捕獲従事者の確保を目的として、一定の狩猟者登録に係る

軽減措置を平成三十年度まで実施する」。 

⑦ その他 「猶予制度及び個人住民税等における還付加算金の起算日の見直し等の納税

環境の整備、税負担軽減措置等の整理合理化等を行う」。 

 ここで、それぞれの内容についてもう少し概観しておくこととする。なお、既に記した

ように、別稿と重複する部分が多くなるが、簡略化するように努めた。 

 

〔１〕地方法人課税の改正 

(１) 法人事業税のうち、所得割の税率引き下げ 

   所得税法等一部改正法第２条は、法人税法第66条第１項が適用される普通法人、一

般社団法人等または人格のない社団について、法人税の税率を25.5％から23.9％に引

き下げ、平成27年４月１日以後に開始する事業年度に適用する旨を定める(22)。 

   これに合わせ、地方税法等一部改正法第１条は、資本金の額または出資金の額が１

億円を超える普通法人について、平成27年４月１日より平成28年３月31日までの間に

始まる事業年度における標準税率（地方税法第72条の24の７第１項第１号ハ）を、次

のように引き下げる旨を定める（いずれも、地方法人特別税相当分を除いたもの）。 

  ・年400万円以下の所得：2.2％→1.6％ 

  ・年400万円を超え800万円以下の所得：3.2％→2.3％ 

  ・年800万円を超える所得：4.3％→3.1％ 

   以上により、法人実効税率は､平成26年度の34.62％から32.11％に引き下げられる(23)｡ 

 

(２) 法人事業税のうち、付加価値割および資本割の税率 

   他方、付加価値割（同イ）および資本割の標準税率（同ロ）は、次のように改めら

れる。 

                                                                                 

(22) なお、課税ベースの拡大として、欠損金繰越控除（法人税法第57条、第58条など）の見直し、

受取配当等益金不算入（同第23条など）の見直しなどに注意すべきである。 

(23) 与党税制改正大綱１頁、60頁、65頁を参照。 
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  ・付加価値割：0.48％→0.72％ 

  ・資本割：0.2％→0.3％ 

 

(３) 地方特別法人税の税率 

   資本金１億円超の普通法人につき、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの

間に開始する事業年度における地方特別法人税(24)の税率は、67.4％から93.5％に引

き上げられる。 

 

(４) 法人事業税のうち、資本割の課税標準の見直し 

   地方税法第72条の21に新第２項が追加され、第１項に基づいて計算された「資本金

等の額」が「各事業年度終了の日における資本金の額及び資本準備金の額の合算額又

は出資金の額に満たない場合には」第72条の12第１号ロにいう「各事業年度の資本金

等の額」は「各事業年度終了の日における資本金の額及び資本準備金の額の合算額又

は出資金の額とする」こととなった。 

 

(５) 付加価値割の課税標準の算定についての特例 

   地方税法附則第９条に第13項以下を追加し、平成27年４月１日から平成28年３月31

日までの間に始まる事業年度において国内雇用者に対し給与等を支払った法人につい

て、「雇用者給与等支給額」（租税特別措置法第42条の12の４第２項第３号）から

「基準雇用者給与等支給額」（同第４項）を控除した金額（＝「雇用者給与等支払増

加額」）の「基準雇用者給与等支給額」に対する割合が一定の比率を超えた場合に、

「雇用者給与等支払増加額」などの金額を付加価値割から控除することとした。これ

は、所得拡大促進税制の導入として位置づけられるものである。 

 

〔２〕地方消費税の税率引き上げ時期の変更（「地方交付税の率の変更等」も含む） 

   平成26年11月18日に表明された地方税・地方消費税の税率引き上げ（８％→10％）

の延期は、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消

費税法の一部を改正する等の法律」（平成24年８月22日法律第68号。以下、税制抜本

                                                                                 

(24) 拙稿「税源の偏在と地域間格差～地方法人税法（平成26年３月31日法律第11号）～」本誌

434号（2014年12月号）77頁、87頁、88頁も参照。 
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改革消費税法）の附則第18条第３項、および「社会保障の安定財源の確保等を図る税

制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律」

（平成24年８月22日法律第69号。以下、税制抜本改革地方税法）の附則第19条第３項

に基づく(25)。 

   この引き上げ時期の変更を法的に裏付けるため、地方税法等一部改正法の第３条に、

税制抜本改革地方税法の改正に係る規定が置かれる。すなわち、税制抜本改革地方税

法の附則第１条第２号を改正し（平成27年４月１日→平成29年４月１日）、本則第２

条第１項(26)の施行日を定める同附則第１条第３号および第４号を削除することによ

り、税率引き上げ時期の変更がなされる。これにより、新第２号が平成29年４月１日

を施行日とするのは本則第２条および第４条、附則第８条ないし第13条、第16条、第

21条および第22条の規定である。なお、附則第８条などにある「二十七年新地方税法」

は「二十九年新地方税法」に、「二十七年経過措置対象課税資産の譲渡等」は「二十

九年経過措置対象課税資産の譲渡等」に改められることとなる。 

   また、税率引き上げの再延期を行わないこととしたため、地方税法等一部改正法第

３条に税制抜本改革地方税法附則第19条第３項を削除する趣旨の規定も置かれた(27)。 

   この他、地方消費税の社会保障財源化分に係る経過措置（税制抜本改革地方税法附

則第13条第２項の改正）などの改正点がある。 

 

〔３〕個人住民税の改正 「ふるさと納税」制度（「地方団体に対する寄附金に係る寄附

金税額控除」）の拡充 

   「ふるさと納税」は、平成27年度税制改正において「地方拠点強化税制｣(28)ととも

                                                                                 

(25) いずれの条項にも、税率の「引上げに当たっての経済状況の判断を行うとともに、名目及び

実質の経済成長率、物価動向等、種々の経済指標を確認し、前二項の措置を踏まえつつ、経済

状況等を総合的に勘案した上で、その施行の停止を含め所要の措置を講ずる」という文言が含

まれていた。 

(26) この規定は、地方消費税の税率を（課税標準である消費税額の）63分の17から78分の22に改

める趣旨を明示する。 

(27) 税制抜本改革消費税法附則第18条第３項を削除する規定は、所得税法等一部改正法第18条に

置かれた。 

(28) 国税（法人税）の投資減税、雇用促進のための税額控除制度の創設が主な内容である。 
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に「地方創生」の推進に結びつけられ、拡充が提案された(29)。 

   まず、地方税法等一部改正法第１条により、地方税法第37条の２第２項および第

314条の７第２項が改正され、平成28年分以降の個人住民税について、都道府県また

は市町村への寄附金に係る税額控除の限度額を（所得割額の）１割から２割に引き上

げられる。 

   次に、地方税法附則第７条（削除されていた）の改正により、「個人の道府県民税

及び市町村民税の寄附金税額控除に係る申告の特例等」として「ふるさと納税ワンス

トップ特例制度」が設けられることとなった。これは、当分の間、確定申告が不要と

される給与所得者（所得税法第120条および第121条を参照）などが住民税の「寄附金

税額控除」を受けようとする場合に、地方税法第45条の３第１項に定められる申告書

の提出（同第45条の２第３項も参照）に代えて、寄附先となる地方公共団体の長に対

し、当該地方公共団体の長から賦課期日現在における住所所在地の市町村長に対して

「申告特例通知書」を送付することを求めることができる、というものである（地方

税法附則第７条第１項および第８項。同第２項および第９項も参照）。寄附先となる

地方公共団体の長は、申告特例の請求を受け、その特例の対象となる年の翌年の１月

31日までに、「ふるさと納税」を行った者の住所所在地の市町村長に対して「申告特

例通知書」を送付しなければならない（同第５項、第12項）。なお、同第６項または

第13項の各号のいずれかに該当する場合には、申告特例の請求および「申告特例通知

書の送付」はなかったものとみなされる。 

   また、「ふるさと納税ワンストップ特例制度」の適用者には、「ふるさと納税」を

行う者の住民税所得割について附則第７条の２に定められる申告特例控除額が適用さ

れる。 

   「ふるさと納税」についての私見は、別稿においても述べたところであるが(30)、

地方税の在り方という観点からすれば「返礼品」の競争的過熱状態は大いに懸念すべ

き状態である。実際に、総務省自治行政局（企画課など）は、「平成27年度の地方税

制改正・地方税務行政の運営に当たっての留意事項等」（各都道府県税制担当課等宛

                                                                                 

(29) 「ふるさと納税」制度の前身である「ふるさと寄附金控除」制度（所得控除制度）を含め、

拙稿「個人住民税の寄附金控除制度 ― 『ふるさと寄附金控除』制度と『ふるさと納税』制度

についての若干の検討」税務弘報2008年３月号106頁、109頁を参照。 

(30) 拙稿・前掲注(２)89頁。同・前掲注(29)も参照。 
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事務連絡。平成27年１月23日付)(31)において自粛を求めており、総務省は、平成27年

４月１日にも同旨の通知を出しているが、多くの地方公共団体にとっては馬耳東風と

いう状態である。たとえば、或る調査（調査主体は記事に示されていない）について

日本経済新聞社が報じたところによると、返礼品についての見直しを不要と判断した

地方公共団体が27％であり、要請とは逆に「返礼品を充実させた」、またはその予定

である旨を答えた地方公共団体が10.5％に上っており、「一定の見直しを実施した」、

または予定である旨を答えた地方公共団体は28.6％に留まっている(32)。地方交付税

の減額など、「ふるさと納税」による税収減の地方公共団体への税収再配分が求めら

れるところであろう。 

   また、「ふるさと納税」は国民・住民に対して強制的に寄附を行わせるものではな

いが、寄附金を地方財政の歳入面における重要な要素とする点においても疑問が残る。 

   この点に関連して、1948（昭和23）年１月30日の閣議決定である「官公庁における

寄附金等の抑制について（次官通達）｣(33)が「財政の窮迫化に伴い、最近諸官庁（学

校を含む。）においてその経費の一部を諸種の寄附に求める傾向が著しいが、寄附者

の自由意志によると言われる揚合においても、その性質上半強制となる場合が多く、

或いは国民に過重の負担を課することとなり、或いは行政措置の公正に疑惑を生ぜし

める恐れなしとしない」、「官庁の諸経費は、予算でもつて賄い、寄附金等の形によ

つて他に転嫁することは、極力これをつつしむこととし、これがため行政諸政策は、

国家財政との関連において実行可能のものに限定するよう努めること」、「官庁自身

による場合はもとより、後援団体を通じてなす場合においても寄附金の募集は厳にこ

れを禁止すること」、「自発的行為による寄附の場合においても、割当の方法による

ものでなく、旦つ主務大臣が弊害を生ずる恐れがないと認めたものの外その受納はこ

れを禁止すること」、「地方公共団体に対しても前各項に準ずるようその自粛を求め

ること」を要請していることを、想起すべきであろう。 

 

〔４〕車体課税の改正 

   まず、自動車取得税については、「エコカー減税」を平成29年３月31日まで延長す

                                                                                 

(31) http://www.soumu.go.jp/main_content/000335905.pdf 

(32) 日本経済新聞2015年10月27日付朝刊５面13版「ふるさと納税返礼、自粛要請でも……『見直

し必要ない』27％ 自治体調査」。 

(33) https://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/bib00855.php 
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る。その上で、乗用車については「平成27年度燃費基準値」から「平成32年度燃費基

準値」に変更し、バス・トラックについては「平成27年度燃費基準値より○％以上燃

費性能の良いもの」の○（数値）を引き上げる、などの改正を行う（地方税法附則第

12条の２の５）。 

   次に、軽自動車税については、「軽自動車税のグリーン化特例」として、平成27年

４月１日から平成28年３月31日までに新規取得した軽自動車（新車に限る。また、二

輪を除く）で、排出ガス性能および燃費性能の優れた環境負荷の小さなものについて

は、当該取得日の属する年度の翌年度、すなわち平成28年度分の税率を軽減する（地

方税法附則第30条）。具体的には、次のようになっている。 

  (１) 電気自動車および天然ガス車で、平成21年排出ガス規制に適合し、かつ平成21

年排出ガス基準値より10％以上窒素酸化物の排出量が少ないものについては、税

率を約75％軽減する。 

  (２) 平成17年排出ガス規制に適合し、かつ、平成17年排出ガス基準値より75％以上

窒素酸化物等の排出量が少ない軽自動車については、次に該当するものに限り、

税率を約50％軽減する。 

    ① ガソリンを燃料とする乗用軽自動車は、平成32年度燃費基準値より20％以上

燃費性能の良いもの 

    ② ガソリンを燃料とする貨物用軽自動車は、平成27年度燃費基準値より35％以

上燃費性能の良いもの 

  (３) 平成17年排出ガス規制に適合し、かつ、平成17年排出ガス基準値より75％以上

窒素酸化物等の排出量が少ない軽自動車については、次に該当するものに限り、

税率を約25％軽減する。 

    ① ガソリンを燃料とする乗用軽自動車は、平成32年度燃費基準を満たすもの

（20％以上燃費性能の良いものを除く） 

    ② ガソリンを燃料とする貨物用軽自動車は、平成27年度燃費基準値より15％以

上燃費性能の良いもの（35％以上燃費性能の良いものを除く） 

   他方、平成27年度分以後の年度分について適用することとされている原動機付自転

車及び二輪車に係る税率（地方税法第444条第１項第１号を参照）については、その

適用開始を１年間延期する。従って、これらについては平成28年度分以後に適用され

る。 
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〔５〕固定資産税および都市計画税 

   多岐にわたるので、三点のみをあげておく。 

  (１) 平成27年度に実施される評価替えにあたり、現行の土地に係る負担調整措置等

（商業地の７割評価など）を継続する。 

  (２) 地方税法第349条の３の２第１項を改正し、土地の住宅用地特例の対象から

「空家等対策の推進に関する特別措置法」第14条第２項により所有者等に対して

勧告がなされた同法第２条第２項に規定する「特定空家等の敷地の用に供されて

いる」土地を除外する。これは国土交通省からの要望に応えるものである(34)。 

  (３) 固定資産税、都市計画税および不動産取得税について「わがまち特例」を導入

する。その内容の概略は、次の通りである。 

    ① 都市再生特別措置法第23条に規定する認定事業者が、同第25条に規定する認

定事業によって平成27年４月１日から平成29年３月31日までの間に新たに取得

した公共施設等の用に供する家屋および償却資産（同第29条第１項第１号）で

政令で定めるものに対して課する固定資産税または都市計画税の課税標準を、

新たにこれらの税が課されることとなった年度から５年度分に限り、「当該家

屋及び償却資産に係る固定資産税又は都市計画税の課税標準となるべき価格に

五分の三を参酌して二分の一以上十分の七以下の範囲内において市町村の条例

で定める割合（当該償却資産が第三百八十九条の規定の適用を受ける場合にあ

つては、五分の三）を乗じて得た額とする」（地方税法附則第15条第18項本

文）。改正前は課税標準額の５分の３とされていたが、改正により、５分の３

を基準としつつ、２分の１以上10分の７以下までの間で、市町村の選択に委ね

るという趣旨である。また、適用期限も２年延長された。 

    ② 前記①にいう家屋および償却資産で、都市再生特別措置法第２条第５項に定

められる特定都市再生緊急整備地域で施行された「同法第二十五条に規定する

認定事業により取得したもの」の課税標準を、「当該家屋及び償却資産に係る

固定資産税又は都市計画税の課税標準となるべき価格に二分の一を参酌して五

分の二以上五分の三以下の範囲内において市町村の条例で定める割合（当該償

却資産が第三百八十九条の規定の適用を受ける場合にあつては、二分の一）を

乗じて得た額とする」（同ただし書き）。これも、改正前は課税標準額の２分

                                                                                 

(34) 東ほか・前掲注(１)214頁。 
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の１とされていたが、改正により、２分の１を基準としつつ、５分の２以上５

分の３以下の間で、市町村の選択に委ねるという趣旨である。 

    ③ 平成27年４月１日から平成30年３月31日までの間に締結された「津波防災地

域作りに関する法律」第60条第１項または第61条第１項による管理協定の対象

となる家屋（同第62条第２項第１号）に対して課する固定資産税の課税標準は、

同第60条第１項に係る部分、同第61条第１項に係る部分の区分に応じ、協定締

結または建築もしくは取得の翌年度およびその後５年度分に限り、「当該協定

避難用部分に係る固定資産税の課税標準となるべき価格に二分の一を参酌して

三分の一以上三分の二以下の範囲内において市町村の条例で定める割合を乗じ

て得た額とする」（地方税法附則第15条第30項）。これも、改正前は課税標準

額の２分の１とされていたが、改正により、２分の１を基準としつつ、３分の

１以上３分の２以下の間で、市町村の選択に委ねるという趣旨である。 

    ④ 平成27年４月１日から平成30年３月31日までの間に締結された「津波防災地

域作りに関する法律」第60条第１項または第61条第１項による管理協定の対象

となる償却資産（同第62条第２項第１号）に対して課する固定資産税の課税標

準は、新たにこれらの税が課されることとなった年度から５年度分に限り、③

と同様の扱いとする（地方税法附則第15条第31項）。 

    ⑤ 平成27年４月１日から平成29年３月31日までの間に新築された「高齢者の居

住の安定確保に関する法律」第７条第１項の登録を受けたサービス付き高齢者

向け住宅である貸家住宅（同第５条第１項）で政令で定めるものについては、

新たに固定資産税が課されることとなった年度から５年度分に限り、固定資産

税額の「三分の二を参酌して二分の一以上六分の五以下の範囲内において市町

村の条例で定める割合」に相当する額を当該住宅に係る固定資産税額から減額

する（地方税法附則第15条の８第４項。同第15条の６第２項を準用）。これも、

改正前は固定資産税額の３分の２とされていたが、改正により、３分の２を基

準としつつ、２分の１以上６分の５以下の間で、市町村の選択に委ねるという

趣旨である。 

 

〔６〕狩猟税の改正 

   平成27年５月29日以後に狩猟者の登録を受ける者に対し、平成31年３月31日まで、

次のような軽減措置を実施する。 
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  (１) 「鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律」

に規定する対象鳥獣捕獲員が受ける狩猟者の登録について、狩猟税を非課税とす

る（地方税法附則第32条第１項）。 

  (２) 「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」第18条の５第２項第

１号にいう認定鳥獣捕獲等事業者の従事者が受ける狩猟者の登録について、狩猟

税を非課税とする（地方税法附則第32条第２項）。 

  (３) 狩猟者登録を申請した日前１年以内に、鳥獣による生活環境、農林水産業また

は生態系に係る被害の防止等の目的で「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化

に関する法律」第９条第１項の許可を受け、その許可に係る捕獲に従事した者が

受ける狩猟者の登録について、狩猟税の税率を２分の１に軽減する（地方税法附

則第32条の２第１項）。 

 

 

 4. 国会における法律案の審議状況 

 

 前記のような内容の地方税法等一部改正法について、衆参両院において審査・審議がな

された。その様子を、項目毎に概観していくこととする。なお、便宜のため、法律案の提

出から公布までの経過について概略を示しておく。 

 衆議院議案受理年月日     平成27年２月17日 

 衆議院付託年月日              平成27年２月26日（総務委員会） 

 衆議院審査終了年月日          平成27年３月13日（可決） 

 衆議院審議終了年月日          平成27年３月13日（可決） 

 参議院予備審査議案受理年月日  平成27年２月17日 

 参議院議案受理年月日          平成27年３月13日 

 参議院付託年月日              平成27年３月25日（総務委員会） 

 参議院審査終了年月日          平成27年３月31日（可決） 

 参議院審議終了年月日          平成27年３月31日（可決） 

 公布年月日          平成27年３月31日 

 

〔１〕衆議院総務委員会 

   前述のように、高市総務大臣による地方税法等一部改正法案の趣旨説明は、３月５
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日の総務委員会（第３回）において行われた。３月13日（第６回）に採決が行われ、

起立多数で可決された。 

  ① 地方法人課税の改正 

    まず、稲津久委員（公明党）は、「公共サービスの対価を広く公平に分かち合う

という地方税の応益課税の考え方を踏まえれば、法人事業税の所得割の税率引き下

げ、外形標準課税拡充、これはすべきである」としつつも、「外形標準課税の対象

となっている資本金が一億円を超える法人の中でも、比較的規模の小さい中堅企業」

への配慮について質した。これに対し、高市総務大臣は「税制改正プロセスの中で、

公明党の皆さんからも、そしてまた関係省庁、関係団体からも、大法人の中でも比

較的事業規模の小さい、地域経済を支えるいわゆる中堅企業の中で負担増となる企

業への配慮が必要であるという御要望、御指摘をいただいたところであります」と

した上で、「今回の改革は、企業の稼ぐ力を高める、それから収益の増加への取り

組みを後押しする、こういったものでありますけれども、さまざまな御指摘もいた

だき、また、改革の取り組みにはやはり一定の期間を要するということも踏まえま

して、大法人の中でも比較的事業規模の小さな法人について、もしも外形標準課税

の拡大によって負担増となる場合には、負担増について最大二分の一軽減する措置

を時限的に講ずることといたしました。いわゆる中堅企業に対しての配慮というこ

とでございます」と答弁した(35)。 

    一方、外形標準課税の拡充に反対する旨の質疑も多くなされた。まず、福田昭夫

委員（民主党）は、法人実効税率の引き下げの意味について質疑を行っているが、

宮下一郎財務副大臣が「単に減税をするということではなくて、課税ベースを拡大

して財源を確保しつつ税率を引き下げる。このことで、今は一部の黒字企業に税負

担が偏っている状態でありますけれども、これを是正して、広く法人課税を分かち

合う、こういう構造にしようというものであ」ると述べたことにつき、「担税能力

のある企業に、あるいは担税能力のある人に負担をしていただくというのが基本で

すから、赤字法人まで拡大して税金を納めさせようという考え方は」誤っていると

述べる(36)。 

    田村貴昭委員（日本共産党）も「外形標準課税は応益負担の原則でやって」おり、

                                                                                 

(35) 第189回国会衆議院総務委員会議録第４号（平成27年３月９日）７頁。 

(36) 第189回国会衆議院総務委員会議録第６号（平成27年３月13日）２頁。 
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「拡大して広く負担を求めるというふうに言われますけれども、税の原則はやはり

応能負担ではないでしょうか。応能負担の原則はちゃんとしっかりと基本に据えて

いただかなければならないと思います」と述べた。これに対し、平嶋彰英総務省自

治税務局長は「応能課税も重要であるという面はあ」るが「地方税においては、や

はり行政サービスの対価として、応益課税を重視すべきであるという原則がある」

と答えている(37)。 

    また、田村委員は、２月18日に開かれた地方財政審議会の「地方法人課税のあり

方等に関する検討会」における資料を基にしつつ、資本金100億円以上の黒字の大

企業については平均で5,900万円の減税となるのに対し、欠損法人や赤字企業につ

いては負担増となる旨を質した。これに対し、平嶋総務省自治税務局長は「今回の、

所得割の引き下げと外形標準課税の拡大を内容といたします法人事業税の改革は、

法人税改革の一環として、企業の稼ぐ力を高め、法人事業税を成長志向型に変えて

いくことを目指して、法人実効税率の引き下げを税収中立で行うもの」であると答

えた上で「ずっと赤字企業であるということはまず考えられない」、「単年度の損

益で見れば黒字であるけれども、過去の赤字のせいで、繰り越しのせいで赤字に

なっているという企業」が「いつまでも赤字のままということもない」ので「そう

いった企業に適正に負担していただくということと、むしろこの赤字企業も、黒字

になれば実際はその黒字になった年は減税になるわけでございますので、ぜひこう

いった企業にきちんと稼いでいただいて経済を活性化していただくことを期待して

いるということで御理解をいただきたい」と答弁した。 

    さらに、田村委員は、与党税制改正大綱が中小企業への外形標準課税への拡大等

について引き続き検討するとしていること(38)に関連して「中小企業への外形標準

課税の拡大の懸念」を示した。武正公一委員（民主党）も同旨を述べている(39)。

これに対し、高市総務大臣は、「中小法人課税については、各制度の趣旨や経緯も

勘案しながら、引き続き幅広い観点から検討を行うとされておりますので、そのよ

                                                                                 

(37) 第189回国会衆議院総務委員会議録第６号（平成27年３月13日）12頁。 

(38) 与党税制改正大綱４頁を参照。 

(39) 武正委員の発言については、第189回国会衆議院総務委員会議録第５号（平成27年３月12日）

６頁を参照。また、同旨は、地方税法等一部改正法案および「地方交付税法等の一部を改正す

る法律」案（内閣提出法律案第６号）に対する反対討論（水戸将史委員（維新の党）を除く）

においても述べられている（第189回国会衆議院総務委員会議録第６号（平成27年３月13日）

14頁）。 
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うな観点に立って検討を行う必要はある」としつつ「外形標準課税の適用対象法人

のあり方については、地域経済、企業経営への影響も踏まえながら引き続き慎重に

検討を行うともされておりますので、こうした方針に沿って検討していくことにな

る」と答えた。これを受けて田村委員は「地域経済への影響が懸念される話」であ

り、「中小企業への外形標準課税の拡大はきっぱりとやめるべきだと思」うと質し

た。これに対し、高市総務大臣は「資本金一億円超といいますと、対象は全法人の

一％でございます。そうなると、やはり応益課税といったことを考えますと、余り

にも不公平だということ。それと、一概に中小法人といいましても、非常に大きな

利益を上げているところもあるわけです、資本金が一億円以下であっても。これを

一律に扱うことの妥当性については、きちっと検討を行っていく」、「とにかく公

平に公正に、みんなが負担を広く薄く分かち合いながら、しっかりと成長へのモチ

ベーションを高めていく、こういった方向で検討されるべき」であると答えた。 

  ② 地方消費税の税率引き上げ時期の変更（「地方交付税の率の変更等」も含む） 

    この点について直接質疑を行ったのは福田委員のみである。同委員は、税制抜本

改革消費税法附則第18条第３項（これのみがあげられている）を削除すべきでない

と質したのに対し、宮下財務副大臣は「一つには、世界に冠たる社会保障制度を次

世代に引き渡す責任を果たすとともに、二つ目、市場や国際社会からの国の信認を

確保するため」に「景気判断条項を付すことなく、確実に実施するということを決

めさせていただいた」と答えた。福田委員は「アベノミクスが失敗することは多く

の人が認めて」いるとして、平成29年４月１日に消費税・地方消費税の税率を引き

上げることはできないと述べ、さらに、「消費税に頼る税制は見直さないとだめ

だ」、「日本の消費税の税率を上げれば、必ず景気を押し下げる効果がある」、

「今までの過去の日本の国の税収を見ても、やはり直接税が一番税金が入っていま

す、所得税とか法人税とか、あるいは相続税とか金融課税とか。こちらの方がちゃ

んと税金が入ります」、などと意見を述べている(40)。 

    他方、吉村洋文委員（維新の党）は、「中長期的な課題」として「地方税の充実

と望ましい地方税体系」をあげ、「応益性を有し、薄く広く負担を分かち合う性質」

を持ち、「税源の地域的な偏在性が少なく、税収が安定した性質」である地方税の

充実を図るべきであるとして、消費税の地方税化の可能性について質した。高市総

                                                                                 

(40) 第189回国会衆議院総務委員会議録第６号（平成27年３月13日）３頁。 
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務大臣は「消費税は、社会保障・税一体改革において、現行の地方消費税収一％分

を除く消費税収について、全額社会保障財源化されて」おり、「消費税を全額地方

に移管するとしたら、社会保障について地方に相当大きな責任を担っていただく必

要がありますけれども、これが結果的に大きな地域間格差を生じさせることにもな

りかねないと思いますので、極めて慎重な検討が必要だと思います」と答えている。

また、高市総務大臣は「地方消費税は、確かに、税源の偏在が小さくて税収が安定

していますから、地方税にはふさわしいと思います。現行の仕組みでは、一定税率

でかつ国に徴収委託をしているという点で、課税自主権の発揮の余地がないという

ことが指摘されています」が「有識者から、カナダの付加価値税である協調売上税、

これで州ごとに異なる税率となっていることを踏まえて、将来的に地方消費税に課

税自主権を導入すべきだという提言もいただいて」いるので、「地方の基幹税とし

ての地方消費税のあり方で、賦課徴収に関する地方団体の役割の拡大ですとか、あ

と、課税自主権の拡充ですとか、こういったことについては、今後とも研究を進め

てまいりたい」と述べている(41)。 

  ③ 個人住民税の改正 

    「ふるさと納税」制度の問題点については、早くも平成27年３月５日の衆議院総

務委員会（第３回）において、法律案の趣旨説明に先立って吉川元委員（社会民主

党）が、税額控除の限度額の引き上げについて質し、さらに「寄附を受ける自治体

の側」による「非常に高額の贈答品」を問題視し、「所得の高い方、いわゆる個人

住民税をたくさん払われている方ほどふるさと納税の額もふえるわけで、それだけ

の見返りもたくさんもらえる、そういういろいろな問題点があろうかと私は思いま

すし、見返りの中身次第で寄附が決まるとすれば、過疎の自治体から大都市の自治

体に寄附がされることも可能であります。そうなりますと、これはもう、ふるさと

の財政に寄与するという趣旨からも逸脱をしてしまうのではないか」と質した。こ

れに対し、高市総務大臣は「寄附先団体に対して税収の一部を移転させるという効

果」、「所得税や住所地団体の個人住民税の減収が生じる」という側面を述べつつ、

「未成年で教育を受けた地域でありましたり、さまざまな受益を受けている地域に、

その受益の一部を負担するという意味もあると考えています」と答えた。また、返

礼品については「地方側も問題意識を持っていただいており」、「地方団体側でま

                                                                                 

(41) 第189回国会衆議院総務委員会議録第５号（平成27年３月12日）11頁。 
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ずは良識ある対応をしていただかなきゃいけない」が「今回の制度拡充、先ほど申

し上げました税制上の制度拡充とあわせまして、寄附金控除の趣旨を踏まえた良識

ある対応を行うように地方団体に要請をする予定で」あると述べ、結局は「ふるさ

との産業の活性化、そして雇用の拡大にもつながるものでありますし、税の偏在性

の一定の是正効果もあると考えて」いると答えている(42)。 

    また、吉川委員は「他の寄附金制度との控除額の差が余りにも大き」く、「今回

の制度改正によってさらにこういう不均衡が拡大をして、その結果として、ＮＰＯ

法人あるいは公益社団法人などへの寄附に影響を与える、悪い影響が出るのではな

いか」と質したのに対し、高市総務大臣は「制度的には、このふるさと納税の拡充

というのは、ＮＰＯ法人等への寄附に対しては中立的でありますから、何かとても

悪い影響を与えるというものではないと考え」ると答弁した。しかし、吉川委員の

質疑には十分に答えていないものと思われる。また、同委員が「自治体間で」の

「変な形の競争が返礼品の中身によって起こる」と指摘している点も重要であるが、

政府側は十分に答えていない(43)。 

    総じて、過熱気味の傾向について、政府側の答弁は真剣味に欠ける憾みを免れえ

ないと思われる。もっとも、野党側の質問についても、「ふるさと納税」に対して

地方財政の構造と絡めた本質的な側面から疑念や反対意見を示したものとは思われ

ず、不十分さが残る。 

    他方、橘慶一郎委員（自由民主党）は、「ふるさと納税」のワンストップサービ

スについて郵便局における手続の可能性を質した。これに対し、平嶋総務省自治税

務局長は、「ふるさと納税の周知ＰＲ用資料の一つとして、郵便局で使用可能な払

込取扱票をつけたリーフレットを作成いたしまして、各地方団体や官公署等に配布

することを予定しておりまして、この払込取扱票を使えば、寄附者が全国の郵便局

から寄附者本人の手数料負担なく対象団体に寄附ができるとともに、その払込取扱

票の半券を確定申告時の添付資料として使用できるというようなことをする予定に

                                                                                 

(42) 第189回国会衆議院総務委員会議録第３号（平成27年３月５日）27頁。なお、吉川委員は、

地方税法等一部改正法案に反対する理由として、「ふるさと納税」の拡充の他、法人事業税の

所得割の税率引き下げおよび外形標準課税の拡大、ならびに国から地方への税源移譲が皆無で

あることをあげている（第189回国会衆議院総務委員会議録第６号（平成27年３月13日）14

頁）。 

(43) 第189回国会衆議院総務委員会議録第３号（平成27年３月５日）27頁。 
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しております」と答えた(44)。 

  ④ 車体課税の改正  

    これについては、「軽自動車税のグリーン化特例」に反対する趣旨の質疑はな

かったが、二輪車に係る税率引き上げの延期に関する質疑応答がなされた。 

    武正委員は、「当初、軽自動車と一緒に二輪車はことしの四月から一・五倍の増

税ということでありましたが、二輪車については一年先送る」と指摘した上で、

「新車のみの軽自動車の増税に対して、オートバイ、二輪車は新車も中古車も全て

ひっくるめて増税」の意味を質した。これに対し、高市総務大臣は、「市町村から

標準税率見直しの要請が」あり、「特に原動機付自転車については、もう徴税コス

トすら賄えないという声が大きかった」ことをあげ、「徴税コストへの対応の観点

からの今回の税率改定で」あると答えた。これを受け、武正委員はＬＧＷＡＮなど

を利用した登録のオンライン化について質したが、高市総務大臣は「税率を考える

場合に、単に徴税コストが税率を下回っていればよいというものでもなくて、税収

は各種政策や事業の財源としての役割を果たせる水準の税率が必要ですから、現に

もうコスト割れを起こしている団体が存在しているということは重く受けとめなけ

れば、もう全く税をいただいても何にもならない、反対に徴税コストで出ていって

しまうということにな」ると述べ、「車検制度がない原動機付自転車や軽二輪車に

ついて、市町村間の情報ネットワークを構築して全国的に車両情報を一元的に整理

して活用をするということは、技術的には不可能じゃないんでしょうけれども、そ

のためのコストは多大となりますから、それをまた納税者であるユーザーに御負担

いただくということになって、現実的ではないと思います」と答えている(45)。 

  ⑤ 固定資産税および都市計画税 

    高井崇志委員（維新の党）は、地方税法第349条の３の２第１項の改正に関し、

「空家等対策の推進に関する特別措置法」第14条第２項による「勧告という制度ま

で行くのはちょっと時間がかかるというか、勧告というのは重い処分じゃないかな、

そうすると、なかなか勧告まで至らない空き家というのが全国に放置されたままに

なる」ので「勧告を待たずに」土地の住宅用地特例の「対象から控除する方策はな

いのか」と質したのに対し、平嶋総務省自治税務局長は「特別措置法の成立を受け

                                                                                 

(44) 第189回国会衆議院総務委員会議録第４号（平成27年３月９日）３頁。 

(45) 第189回国会衆議院総務委員会議録第５号（平成27年３月12日）４頁。 
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まして、関係省庁からの御要望が、同法に基づく勧告の空き家について措置を講じ

てほしいというのがあったのがまず第一点で」あり、「その背景といたしましては、

勧告に至る前の助言、指導の段階で、勧告を受ければこうなりますよということで、

所有者等の改善の意思を促す効果もやはりできるだろう、勧告の前の段階の指導の

段階でも、勧告を受ければそうなるんだということで、やはり効果があるのではな

かろうか、まずそれで一旦法を施行しようではないかという考えが関係省庁間で

あったということだと思います」と答えている(46)。 

  ⑥ 狩猟税の改正  

    福田委員は、「対象鳥獣捕獲員と認定鳥獣捕獲等事業の従事者については非課税

とするという判断を」評価しつつ「鳥獣保護法第九条に基づく許可捕獲の従事者に

ついては、やはり相変わらず二分の一課税をするということであ」るが、人材確保

などの観点から非課税にすべきではないかと質したのに対し(47)、あかま二郎総務

大臣政務官は「捕獲等を専門に行う市町村職員である対象鳥獣捕獲員並びに鳥獣保

護法の改正により新たに創設される認定鳥獣捕獲等事業者の従事者」が「主として

捕獲に従事する」のに対し、「許可捕獲者は、農家等が自衛で行うケースもあるな

ど活動の制約が少ないこと、また地方財政への影響」をあげて「二分の一の減免と

した」と答弁した(48)。 

 

〔２〕衆議院本会議 

   ３月13日の本会議において、地方税法等一部改正法案および「地方交付税法等の一

部を改正する法律案」（内閣提出法案第６号）は一括して議題とされ、桝屋敬悟総務

委員長の報告の後、起立多数で可決された。 

 

〔３〕参議院総務委員会 

   高市総務大臣による地方税法等一部改正法案の趣旨説明は、３月26日の総務委員会

（第４回）において行われた。３月31日（第６回）に採決が行われ、可否同数となっ

たため、委員長により可決すべきものと決定された。 

                                                                                 

(46) 第189回国会衆議院総務委員会議録第６号（平成27年３月13日）９頁。 

(47) 高井委員も同旨の質疑を行った（第189回国会衆議院総務委員会議録第６号（平成27年３月

13日）９頁）。 

(48) 第189回国会衆議院総務委員会議録第６号（平成27年３月13日）４頁。 
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  ① 地方法人課税の改正 

    まず、石井正弘委員（自由民主党）が、赤字企業といえども「地方の行政サービ

ス、種々のものを享受している」ので「外形標準課税の拡充というものを是非やっ

ていただきたい」と述べている(49)。また、島田三郎委員（自由民主党）は、消費

税および地方消費税の税率引き上げが必要であるとしつつも、地方消費税の税収が

都市部に集中し、税収格差が拡大することに合わせて、地方創生の観点からの地方

法人課税の偏在是正について質した(50)。のに対し、二之湯智総務副大臣は「法人

住民税法人割の地方交付税原資化」、「地方法人特別税・譲与税の廃止」などを平

成28年度以後の税制改正において結論を得る旨を述べる(51)。 

    他方、渡辺美知太郎委員（無所属クラブ）は、法人税率等の引き下げが不十分で

ある旨を述べた上で外形標準課税の拡充が経済成長に与える影響などを質した。こ

れに対し、高市総務大臣は、2020年度の基礎的財源収支を黒字化するという目標と

整合性を持たせるようにして、外形標準課税の拡充と所得割の税率引き下げを行っ

た旨を答えた(52)。 

    また、主濱了委員（生活の党と山本太郎と仲間たち）は、外形標準課税を中小零

細企業に適用することについて慎重に検討すべきであると述べている(53)。 

  ② 地方消費税の税率引き上げ時期の変更（「地方交付税の率の変更等」も含む） 

    まず、島田委員が引き上げの重要性を質したのに対し、高市総務大臣は「地方に

おける社会保障の安定財源の確保と地方財政の健全化を同時に達成する観点からも、

偏在性が小さく安定的な地方税体系を確立する観点からも極めて重要なものと認識

して」いると答えた(54)。他方、主濱委員は、ＧＤＰ、可処分所得、実質賃金指数

の状態からすれば「平成29年４月の消費税再引上げを今決断するのは時期尚早では

ないか」と質した。これに対し、竹屋とし子財務大臣政務官は、衆議院総務委員会

                                                                                 

(49) 第189回国会参議院総務委員会議録第３号（平成27年３月24日）４頁。片山虎之助委員（維

新の党）による質疑（第189回国会参議院総務委員会議録第４号（平成27年３月26日）20頁）

も参照。 

(50) 石井委員も、消費費税および地方消費税の税率引き上げにより税源の偏在是正が喫緊の課題

となると質した（第189回国会参議院総務委員会議録第３号（平成27年３月24日）４頁）。二

之湯総務副大臣の答弁は、島田委員に対するものとほぼ同旨である。 

(51) 第189回国会参議院総務委員会議録第４号（平成27年３月24日）３頁。 

(52) 第189回国会参議院総務委員会議録第４号（平成27年３月24日）28頁。 

(53) 第189回国会参議院総務委員会議録第４号（平成27年３月24日）33頁。 

(54) 第189回国会参議院総務委員会議録第４号（平成27年３月26日）３頁。 



 

－ 72 － 

●－自治総研通巻446号 2015年12月号－● 

（第６回）における福田委員の質疑に対する宮下財務副大臣の答弁と同趣旨を述べ

た(55)。 

  ③ 個人住民税の改正 

    島田委員は、「ふるさと納税」の拡充を評価しつつ、その意義と「返礼品送付の

過熱対策」を質した。これに対する高市総務大臣の答弁は、衆議院総務委員会（第

３回）における吉川委員への答弁とほぼ同旨である。他に質問はなく、又市征治委

員（社会民主党）による反対討論において「ふるさと納税の拡充は、受益と負担の

関係をいびつにし、個人住民税の意義を損ねると同時に、他の寄附金制度との均衡

を著しく欠く」と主張された(56)。 

  ④ 車体課税の改正 

    島田委員は、「軽自動車税のグリーン化特例」を評価しつつ「消費税率の10％引

上げに向けて車体課税の議論が行われる運びと聞いておりますが、特に軽自動車に

頼っている地方の実情に配慮しながら検討を進めてもらいたい」と質した。これに

対し、二之湯総務副大臣は、やはり平成28年度以後の税制改正において具体的な結

論を得るとしつつ「地方団体や関係者の意見を聞きながら検討を進めてまいりたい」

と答えた(57)。 

    他方、吉良よし子委員（日本共産党）は、軽自動車税の引き上げを中止すべきで

あるという旨を述べた(58)。 

  ⑤ 固定資産税および都市計画税 

    これについても最初に島田委員が質疑を行っているが、税制そのものに対してで

はなく、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に係る具体的な対応を質してい

る(59)。 

    衆議院総務委員会においては「わがまち特例」に関する質疑がなされなかったが、

参議院総務委員会においては渡辺委員が行った。同委員は一定の評価をしつつ、措

置の件数および内容、さらに「国が定めた基準によらずに独自の割合を定めている

件数」について質した。これらについては平嶋総務省自治税務局長が答弁を行って

                                                                                 

(55) 第189回国会参議院総務委員会議録第４号（平成27年３月26日）33頁。 

(56) 第189回国会参議院総務委員会議録第５号（平成27年３月31日）２頁。 

(57) 第189回国会参議院総務委員会議録第４号（平成27年３月12日）４頁。 

(58) 第189回国会参議院総務委員会議録第４号（平成27年３月12日）25頁。 

(59) 第189回国会参議院総務委員会議録第４号（平成27年３月12日）４頁。 
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おり、「わがまち特例の拡充に伴って地方での自主的な税制の在り方についての議

論が活発化していくことを期待している」と述べている(60)｡ 

  ⑥ 狩猟税の改正  

    渡辺委員が、改正案を評価しつつ狩猟税の廃止の可能性を質した。平嶋総務省自

治税務局長の答弁は明確性を欠くが、有害鳥獣対策の面から残すという趣旨であろ

う(61)。 

 

〔４〕参議院本会議 

   ３月31日の本会議において、地方税法等一部改正法案、「地方交付税法等の一部を

改正する法律案」および「放送法第70条第２項の規定に基づき、承認を求めるの件」

は一括して議題とされ、谷合正明総務委員長の報告の後、地方税法等一部改正法案は

賛成141、反対96で可決され、法律として成立した。 

 

 

 5. おわりに 

 

 第189回国会における両院の総務委員会においては、日本放送協会会長の籾井勝人氏ら

に対する参考人質疑に多くの時間が割かれた。そのため、地方税法等一部改正法に関する

質疑応答は、やや内容の薄いものに留まったという印象を受ける。 

 本稿は地方税法等一部改正法の概要と立法過程を概観し、検討する目的を持つものであ

る。しかし、予定紙数を超過しつつも、軽油引取税について、国会における質疑応答を含

めて触れることができなかった。 

 別稿においても述べたように(62)、平成27年度税制改正においては経済成長一辺倒の嫌

いがある。政府側の答弁にその傾向が強い。地域間格差の問題を別とすれば、久しく議論

されている国民間の経済格差（主に所得格差）の拡大傾向や子どもの貧困問題などについ

て、税制面で対処しようとする姿勢にも乏しかった。もとより、これらは税制のみで解決

しうる問題ではない。しかし、少なくとも経済面における優勝劣敗を助長するような税制

が正しいものであるのかは、常に問われなければならない。その意味において、外形標準

                                                                                 

(60) 第189回国会参議院総務委員会議録第４号（平成27年３月12日）28頁。 

(61) 第189回国会参議院総務委員会議録第４号（平成27年３月12日）27頁。 

(62) 拙稿・前掲注(２)83頁。 
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課税の拡充にみられるような、過度の応益性の強調は、税制の公平性に照らして重大な疑

義をもたらすものである。税制に求められるべき原則の再考が必要とされるであろう。 

 なお、「骨太の方針2015」は、「税制の構造改革」に関する５つの「改革の基本方針」

において、既に述べた「成長志向の法人税改革」に続き、「低所得若年層・子育て世代の

活力維持と格差の固定化防止のための見直し」、「働き方・稼ぎ方への中立性・公平性の

確保｣､｢世代間・世代内の公平の確保等」および「地域間の税源の偏在是正」をあげる(63)。

これらは「骨太の方針2014」において等閑視されていた問題であり、その意味では前進と

言える。しかし、これらの基本方針から具体的な改革像が見えてくる訳ではない。また、

たとえば「活力維持」と「格差の固定化防止」がいかなる関係にあるのか、「活力維持」

と「世代間・世代内の公平の確保等」が相互補完関係にあるのか、それともトレード・オ

フの関係にあるのか、という問題が明確にされているとは評価しがたい。平成28年度税制

改正においていかなる具体像が打ち出されるのか、注目すべきところである。 

（もり としき 大東文化大学法学部教授） 

 

 

キーワード：地方税法等一部改正法／「法人税改革」／

      「ふるさと納税」／車体課税／ 

      空家等対策の推進に関する特別措置法／ 

      「わがまち特例」 

 

                                                                                 

(63) 「骨太の方針2015」42頁。 
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